
 

計算書類に対する注記（法人全体用） 

 

1. 継続事業の前提に関する注記 

    該当なし 

 

2. 重要な会計方針 

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      ・商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品 ・・・最終仕入原価法にもとづく原価法 

  （2）固定資産の減価償却の方法 

      ・有形固定資産として、建物、構築物、車両、器具及び備品 ・・・定額法 

      ・無形固定資産として、ソフトウエアー、水道利用権利・・・定額法 

（3）引当金の計上基準 

      ・賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に

帰属する額を計上している。 

   （4）消費税等の会計処理 

      ・消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。 

 

3. 重要な会計方針の変更 

    特に記載すべき変更はなし。 

 

4. 法人で採用する退職給付制度 

 独立行政法人福祉医療機構 ・・・社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。 

 

5. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

当法人の作成する計算書類等は以下のとおりである。 

（1）法人全体の計算書類（会計基準省令第 1号第 1様式、第 2号第 1様式、第 3号第 1様式） 

（2）社会福祉事業における拠点区分別内訳表 

（会計基準省令第 1号第 3様式、第 2号第 3様式、第 3号第 3様式） 

（3）拠点区分の計算書類 

    当法人では、公益事業、収益事業を実施していないため作成していない。 

（4）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

 本部拠点（社会福祉事業） 

   かんなべ拠点（社会福祉事業） 

    「にこにこ会 就労継続支援 A型事業」 

「りひと   就労継続支援 B型事業」 

「にこてらす 生活介護事業」 

「共同生活ほいーる 共同生活介護事業」 

「相談支援センターつ・き・か 計画相談支援事業」 

    「てご 放課後等デイサービス事業」 



 

6. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

                                    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 78,896,138 0 0 78,896,138 

建物 194,890,090 62,700,000 12,553,370 245,036,720 

合計 273,786,228 62,700,000 12,553,370 323,932,858 

 

 

7.  基本財産又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

    該当なし 

 

 

8. 担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

      土地（基本財産） 広島県福山市神辺町新湯野四丁目 64番 9   397㎡ 

取得価格    13,800,000円 

    土地（基本財産） 広島県福山市神辺町大字新徳田字一丁目 116番  507㎡ 

                                               取得価格   15,876,000円 

家屋（基本財産） 広島県福山市神辺町新湯野四丁目 64番地 9  234.65㎡ 

             木造かわらぶき 2階建    期末帳簿価額  40,127,564円 

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）  期末残高    64,736,000円    

借入先  独立行政法人福祉医療機構 

 

 

9. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 386,174,560 141,137,840 245,036,720 

建物 22,379,532 5,670,199 16,709,333 

構築物 19,936,839 12,504,532 7,432,307 

機械及び装置 4,856,310 4,787,032 69,278 

車両運搬具 10,925,971 8,921,296 2,004,675 

器具及び備品 23,799,447 18,745,302 5,054,145 

権利 4,782,970 1,138,139 3,644,831 

合計 472,855,629 192,904,340 279,951,289 
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10. 債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。 

 

徴収不能引当金は計上していない。 

                                    （単位：円） 

 

 

 

 

 

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

12. 関連当事者との取引の内容                        （単位：円） 

 

 

13. 重要な偶発債務 

   該当なし 

 

14. 重要な後発事象 

該当なし 

 

15. 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け 

      該当なし 

 

16．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明ら

かにするために必要な事項 

         該当なし  
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計算書類に対する注記（法人本部拠点区分用） 

 

 

1. 重要な会計方針 

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

      該当なし 

    

  （2）固定資産の原価償却の方法 

      該当なし 

 

  （3）引当金の計上基準 

      該当なし 

 

 

2. 重要な会計方針の変更 

   特に記載すべき変更はなし 

 

 

3. 法人で採用する退職給付制度 

該当なし 

 

 

4. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

当本部拠点の作成する計算書類等は以下のとおりである。 

（1）拠点区分の計算書類（会計基準省令第 1号第 4様式、第 2号第 4様式、第 3号 4様式） 

（2）当拠点区分は、サービス区分を設定していないため、下記付属明細書の作成を省略している。 

   ・拠点区分資金収支明細書（別紙 3⑩） 

   ・拠点区分事業活動明細書（別紙 3⑪） 

 

  

5. 基本財産の増減の内容及び金額 

該当なし 

 

 

6. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

    該当なし 

 

 

 



7. 担保に供している資産 

   該当なし 

 

 

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

 固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

器具及び備品 1,200,000 0 1,200,000 

権利 10,000 0 10,000 

合計 1210,000 0 1210,000 

 

 

9. 債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

該当なし 

 

 

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

 

11. 重要な後発事象 

該当なし 

 

 

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明

らかにするために必要な事項 

 

   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

計算書類に対する注記（かんなべ拠点区分用） 

 

1. 重要な会計方針 

（1）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・商品、製品、仕掛品、原材料、貯蔵品 ・・・最終仕入原価法にもとづく原価法 

  （2）固定資産の減価償却の方法 

     ・有形固定資産として、建物、構築物、車両、器具及び備品 ・・・定額法 

     ・無形固定資産として、ソフトウエアー、水道利用権利・・・定額法 

（3）引当金の計上基準 

     ・賞与引当金・・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰

属する額を計上している。 

   （4）消費税等の会計処理 

     ・消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。 

    

 

2. 重要な会計方針の変更 

    特に記載すべき変更はなし。 

 

 

3. 法人で採用する退職給付制度 

 独立行政法人福祉医療機構 ・・・社会福祉施設職員等退職手当共済制度に加入している。 

 

 

4. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりである。 

（1）かんなべ拠点区分の計算書類 

（会計基準省令第 1号第 4様式、第 2号第 4様式、第 3号 4様式） 

（2）拠点区分資金収支明細書（別紙 3⑩） 

  （3）拠点区分事業活動明細書（別紙 3⑪） 

（4）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

   かんなべ拠点（社会福祉事業） 

     「にこにこ会 就労継続支援 A型事業」 

「りひと   就労継続支援 B型事業」 

「にこてらす 生活介護事業」 

「共同生活ほいーる 共同生活介護事業」 

「相談支援センターつ・き・か 計画相談支援事業」 

「てご 放課後等デイサービス事業」 

 

 

 



 

5. 基本財産の増減の内容及び金額 

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

                                    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 78,896,138 0 0 78,896,138 

建物 194,890,090 62,700,000 12,553,370 245,036,720 

合計 273,786,228 62,700,000 12,553,370 323,932,858 

 

6. 基本財産又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

    該当なし 

 

 

7. 担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

       土地（基本財産） 広島県福山市神辺町新湯野四丁目 64番 9 397㎡ 

取得価格    13,800,000円 

      土地（基本財産） 広島県福山市神辺町大字新徳田字一丁目 116番  507㎡ 

                                               取得価格   15,876,000円 

家屋（基本財産） 広島県福山市神辺町新湯野四丁目 64番地 9 234..65㎡ 

             木造かわらぶき 2階建    期末帳簿価額  40,127,564円 

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。 

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）  期末残高   64,736,000円    

借入先  独立行政法人福祉医療機構 

 

 

8. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

   固定資産の取得価格、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

 取得価格 減価償却累計額 当期末残高 

建物（基本財産） 386,174,560 141,137,840 245,036,720 

建物 22,379,532 5,670,199 16,709,333 

構築物 19,936,839 12,504,532 7,432,307 

機械及び装置 4,856,310 4,787,032 69,278 

車両運搬具 10,925,971 8,921,296 2,004,675 

器具及び備品 22,599,447 18,745,302 3,854,145 

権利 4,772,970 1,138,139 3,634,831 

合計 471,655,629 192,904,340 278,751,289 

 

 

 

 



徴収不能引当金の 
当期末残高 

9. 債権の金額、徴収不能引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。 

 

   徴収不能引当金は計上していない。 

（単位：円） 

  

 

 

 

 

 

 

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

該当なし 

 

 

11. 重要な後発事象 

     該当なし 

 

 

12. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明

らかにするために必要な事項 

     該当なし 

  

 

 

 債権額  債権の当期末残高 

特になし     

    

合計    


